
第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

  当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、次のとおりであります。

  なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）経営方針

  当社は、『エンジニアサポートカンパニー』という経営理念に基づき、顧客企業の持続的な成長に貢献するテクニ

カル・パートナーとして活動しております。永きにわたるこの基本姿勢は、多くの信頼と実績を築き上げ、業界のパ

イオニアとして確固たる地位を確立いたしました。

  これからも、顧客企業、株主、従業員をはじめ、すべての社会の皆様からご支持、ご賛同いただける経営を推進し

企業価値の拡大に努めてまいります。

(2）経営戦略等

（中期経営計画の基本方針）

『持続的成長および次世代成長のための基盤を構築する』

『Make Value for 2025 to 2029』

（中期経営計画の基本施策）

① セグメント戦略の推進

・カーボンニュートラル対応を中核に据えたハイエンド領域の人員ウェイト拡大

・請負・受託プロジェクトのOJT活用による配属業務レベル引き上げ

② 多種多様な人財活用の推進

・事業環境の変化に対応するための戦略的な請負・受託シフト

・シニア・女性・外国人労働者（留学生）の人財活用

・協力会社の活用・組織化

③ 新たな事業・収益機会の模索

・M&A、アライアンスによる総合技術サービス会社への進化

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

  当社グループの主要事業である技術者派遣事業においては、技術者の採用・育成の強化および成長分野・高付加価

値分野への戦略的配属により技術者の付加価値向上を図るとともに、高水準の稼働率の維持を通じて事業運営の効率

化に取組んでおります。これらの達成状況を客観的に判断する指標として営業利益率を経営目標数値に位置付けてお

ります。

(4）経営環境

  当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に懸念されておりました

が、顧客企業の研究開発は堅調に推移いたしました。当社グループは研究開発・設計開発領域への技術者の配属比率

が高いため、前期に引き続き、自動車関連メーカー並びに半導体製造装置メーカーからの技術者要請が旺盛でした。

  先行きについては、引き続き、国際情勢の不安定化により海外景気の下振れリスクがありますが、当社グループの

戦略重点顧客である自動車関連メーカー、半導体製造装置メーカーは、政府の成長戦略における重点分野への積極的

な投資により、開発スピードを高めていくことが期待されます。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

  当社グループの主要事業である技術者派遣事業は、採用、教育、営業、サポートというサイクルで構成されており

ます。今後の事業拡大のため、当社グループが対処すべき課題は、以下のとおりであります。

（採用について）

  当社グループの事業拡大のためには、優秀な技術者の確保・増員が必須要件と捉えています。したがって、採用基

準の改善、採用機会の確保、多種多様な人財の採用、技術者の技術領域別・業務領域別構成の最適化、新卒採用・キ

ャリア採用の構成の最適化により、市場ニーズに合致した質の高い人財の確保に努めてまいります。

  また、新卒採用については、学生に対して会社説明会、面接等をWebや対面で実施し、選考参加者の確保に努め、

定期的に大学等及び内定者に細かいフォローを行うとともに、内定者懇親会等の開催により、内定者の入社率向上に

努めてまいります。

（教育について）

  当社グループは、長年積み重ねた経験により構築した一般・社外実務・基礎・応用・キャリア研修の実施により、

技術者のスキルアップに努めてまいります。
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  また、全社員向けに能力開発セミナー、管理職者向けに人間づくり研修の開催により、技術力・人間力の向上に努

めてまいります。

（営業について）

  当社グループは、新規開拓営業力の強化を図り、Web会議ツールも活用し、顧客ニーズに応じた技術者の人選、チ

ーム派遣、請負・受託の編成等の提案により、取引先の確保・拡大に努めてまいります。

  また、顧客企業との交渉に努め、適切な技術者の配置の実施により、技術者単価の増額等の取引条件の向上に努め

てまいります。

（サポートについて）

  当社グループは、技術者とのオンラインを含めた定期的な面談を通じ、希望・実情に応じた指導・アドバイス、専

属カウンセラーのメンタルヘルスケアにより、モチベーション向上をサポートし、定着率向上に努めてまいります。

人づくり モノづくりを支える人（技術者）をつくる。

全従業員の幸福（しあわせ） 従業員がやりがいを持って働けるよう職場環境を整備する。

コーポレート・ガバナンス 法令等を遵守し、すべてのステークホルダーとの良好な関係の維持発展に努める。

社会貢献 豊かな社会をつくるため、事業を通じて社会に貢献する。

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

  当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

  なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）サステナビリティ全般

  当社は、経営理念である「エンジニアサポートカンパニー。私達は技術者の夢をサポートします」に基づき、エン

ジニアの成長と自己実現をサポートし、企業価値の最大化を図るとともに、事業活動を通じて社会的課題の解決に貢

献し、持続的成長及び次世代成長の基盤構築を進めていくことを、サステナビリティ活動推進の基本的考え方として

おります。この考え方に基づき、下記のとおり「サステナビリティ基本方針」を定めるほか、人権方針や調達方針な

どを制定し、企業活動の規律と方向性の明確化を図っております。また、ステークホルダーの関心や社会課題を認識

するとともに、当社の経営への影響を踏まえ、優先的に取組むべき８つのマテリアリティ（重要課題）を特定し、課

題解決に向けた実効性のある経営、事業活動に取組んでおります。

  こうした当社グループのサステナビリティの取組について全てのステークホルダーの方にアクセスいただけるよ

う、統合報告書やサステナビリティサイト等を通じて情報発信を行っております。

サステナビリティ基本方針

① ガバナンス

  当社は、昨今のSDGs・ESG等、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題を重要な経営課題と位

置付け、サステナビリティ経営を推進するための体制として、サステナビリティ委員会を設置しております。本委員

会は、取締役会の直下に設置され、サステナビリティに関する方針や目標、実行計画の策定、目標に対する進捗管理

や評価、個別施策の審議等を行い、取締役会に対し報告を行っております。

  本委員会は代表取締役社長を議長とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委員である取締役、

本部長・部長を主な構成員として、年４回開催しております。

サステナビリティ推進体制
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② 戦略

  当社のマテリアリティ（重要課題）は、以下のプロセスで決定しております。

ａ．課題の抽出

マテリアリティ候補となる項目は、各種国際基準やESGに関する外部評価、ステークホルダーを含めた社会からの

要請事項を分析し、31項目を抽出

ｂ．課題の優先順位付け

抽出した課題を、社内外のステークホルダーへのアンケートで当社への期待、要請などを分析し、「ステークホル

ダーにとっての重要度」と「アルトナーにとっての重要度」の２軸で優先順位を選定

ｃ．重要課題の検証・決定

選定された優先的な課題をサステナビリティ委員会で内容審議及び妥当性を検証し、マテリアリティ８項目を特定

③ リスク管理

  当社では、各種リスクを統括管理するための体制を明確にするとともに、経営上のリスクを分類・定義し、リスク

の種類毎に担当部門がリスクの状況を把握・分析等を行っております。また、コンプライアンス・リスク管理会議に

よって、各種のリスクを統括管理する体制を整備しており、リスクの種類ごとの管理及び対策を明確にし、管理して

おります。

④ 指標及び目標

  当社は８つのマテリアリティ（重要課題）を環境・社会・ガバナンスの３領域に分類し、重要課題ごとにKPI及び

目標を設定し、モニタリングしております。これらの指標及び目標は、サステナビリティ委員会が審議及び評価を行

い、サステナビリティ委員会の議長である代表取締役社長を通じて取締役会に報告されます。なお、マテリアリティ

（重要課題）、指標及び目標については、事業環境や課題認識を踏まえ、必要に応じて見直しを実施しております。
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大分類 中分類 小分類 時間軸 リスク 評価 機会 評価

移行

(1.5及び

2℃シナリ

オ)

政策・規

制

炭素価格 

(炭素税)

短期～長

期

当社はエンジニア派遣をメイン事業としており、

顧客企業のニーズに対応するために事業所や研修

施設を有している。そのため、炭素税が導入され

た場合、電力使用に伴い間接費が増加するリスク

がある。

中 － －

再エネ政

策

短期～長

期

再エネ政策が推進され再エネ需要の高まることに

より、再エネ価格が上昇した場合に支出が増加す

るリスクがある。

中 － －

省エネ政

策

短期～長

期

当社は事業所・研修施設で賃貸オフィスを利用し

ている。 オフィスビルのZEB化が進むことでテナ

ント料にZEB化対応費用が家賃に上乗せされるた

め、支出増加につながるリスクがある。

中 － －

技術
低炭素技

術の進展

短期～長

期

当社の主要顧客は自動車業界であり、低炭素技術

に関する製品の開発に関わる技術者の提供が求め

られる。それらの技術に対し、同業他社より対応

が遅れた場合、当社技術者の技術が陳腐であると

見なされ派遣技術者需要が縮小し売上が減少する

可能性がある。

新しい技術の取入れが必要になる場合、情報収集

や研修への支出が増加する可能性がある。

大

低炭素社会が推進され、低炭素技術を用いた製品

の需要が増加する可能性がある。その場合に既存

の顧客企業への技術者派遣需要が増加したり、新

たに派遣先企業が増加することで売上が増加する

可能性がある。 大

(2）気候変動

  近年、地球規模で社会環境が変化し、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づく取組など社会

的課題への対応が重要な経営課題となっております。当社は気候変動への対応を重要課題として位置付け、中期経営

計画（2026年１月期～2030年１月期）において事業活動の柱に「カーボンニュートラル」を据えております。「カー

ボンニュートラル」に関連する電気自動車（EV）、ハイブリッド車（HV）、燃料電池自動車（FCV）、自動運転、半

導体関連を戦略重点マーケットと位置付け、そのための採用・教育・営業に注力してまいります。そしてこれらの

「カーボンニュートラル」に関連する技術開発プロジェクトに当社のエンジニアが参画することで、開発の進展や市

場での普及を支え、「カーボンニュートラル」の実現に貢献してまいります。

  2022年７月に「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明しました。持続可能な社会を

目指し、TCFDが公表した提言に沿った形で情報開示を行ってまいります。

① ガバナンス

  当社では、気候変動問題を重要課題として位置付けているため、気候変動を含むサステナビリティ関連の課題を議

論する専門委員会としてサステナビリティ委員会を設置しております。本委員会は取締役会の直下に設置され、検討

した事項を取締役会に報告・付議し、取締役会で審議・決定をし、協議した内容は外部に開示するとともに、会社の

経営方針や各種施策に反映してまいります。

  本委員会は代表取締役社長を議長とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委員である取締役、

本部長・部長を主な構成員として、年４回開催しております。本委員会により、気候変動を含んだサステナビリティ

に関する課題・取組等の推進・進捗管理を行っております。

  また、本委員会で審議された内容は取締役会に報告され、取締役会にて気候変動に関する重要なリスク・機会につ

いて審議・決議を行い、対応の指示及びその進捗に対する監督を行っております。

② 戦略

  地球規模で社会環境が変化していく中、TCFDの提言に基づく取組など、社会的要請への対応が重要な経営課題と捉

えております。当社は事業活動の柱に「カーボンニュートラル」を据えて、採用・教育・営業の社内体制を構築して

まいります。

  当社では、2022年４月にサステナビリティ委員会により、TCFDの提言に基づく気候変動のシナリオ分析を実施しま

した。この分析に際し、気候変動に関する重要リスク・重要機会の洗い出しと、それらが及ぼす影響の定性評価を行

っております。初めてのシナリオ分析として、当社のメイン事業であるエンジニア派遣領域を対象とし、２つのシナ

リオ（４℃シナリオと1.5℃シナリオ及び２℃シナリオを併用）を用い、2030年時点での影響を考察しました。リス

ク・機会を抽出し、事業活動に与える影響度を「大」「中」「小」の３段階で評価しております。

  また、気候変動が事業に与える財務的影響については、当社は国内エンジニア派遣業務を主体としており、生産設

備等を保有する必要がないことから、気候変動によるリスクは少ないと認識しております。

シナリオ分析結果のまとめ（リスクと機会）

＜時間軸＞  短期：現在～３年以内に顕在化  中期：３～10年以内に顕在化  長期：10年以上先に顕在化

＜評価＞  財務的影響を基に記載  大：明らかに大きい  中：影響の大きさが不明  小：明らかに小さい  －：影響

なしと想定
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市場

重要商品

の需要変

化

短期～長

期

当社の主要顧客は自動車業界であり、低炭素技術

に関する製品の開発に関わる技術者の提供が求め

られる。それらの技術に対し、同業他社より対応

が遅れた場合、当社技術者の技術が陳腐であると

見なされ派遣技術者需要が縮小し売上が減少する

可能性がある。

新しい技術の取入れが必要になる場合、情報収集

や研修への支出が増加する可能性がある。
中

当社は自動車業界が主要顧客であるため、ZEV化対

応に関わる設計・開発工程に携わる技術者を積極

的に集めることで派遣需要が大きくなり売上が増

加する可能性がある。

低炭素化技術の進展により、低炭素化のための技

術の発達スピードの加速、クライアントからの依

頼増加に対応するため採用・教育体制の強化を行

うことでサービスを充実させることで売上増加に

つながる可能性がある。

異常気象が増加し、外気温が更に上昇または低下

することで空調製品など季節性の製品への需要が

増した場合、空調機器メーカーの開発需要が増

え、派遣者需要拡大により売上が増加する可能性

がある。

大

評判

顧客の評

判変化

短期～長

期

サプライチェーン全体での脱炭素の機運が高まっ

ており、取引先の企業に対しても、排出量の削減

や情報開示などの取組を求められることがある。

特に当社の主要取引先である自動車業界ではこの

取組は進んでいるため、取組が不十分であると見

なされた場合、当社への評判が低下し、売上の減

少につながるリスクがある。また、これらに対応

するための費用が負担となる可能性がある。

大

自動車業界のサプライチェーン全体で、排出量を

削減する動きがあるため、気候変動への取組が先

進的な企業であると認知されることによって、売

上の増加につながる可能性がある。

大

従業員の

評判変化
－ －

環境への取り組みや低炭素技術関連の派遣実績が

求職者に評価された場合、企業イメージが向上し

他社よりも人財採用が優位に進む可能性がある。

大

投資家の

評判変化

短期～長

期

脱炭素の潮流により、投資家に対しても投資先企

業の判断要件に脱炭素への取り組みや、GHG排出量

などを組み入れることを求められ対応コストが生

じる可能性がある。

中

投資判断要件に環境への取り組みや、GHG排出量な

どの重要度が増し、環境への取り組みが先進的で

あると投資家に判断された場合、株価の上昇や、

投資資金の流入の可能性がある。

中

物理

(4℃シナ

リオ)

急性

異常気象

の激甚化

（

台風、豪

雨、土

砂、高潮

等)

長期

自然災害増加による顧客企業の被災による稼働停

止等が悪影響を受ける場合、研究開発削減に伴う

技術者需要縮小により売上減少につながる可能性

がある。

自社のオフィス・研修施設が被災した場合に対策

や移転コストがかかる可能性がある。

大 － －

慢性
平均気温

の上昇
長期

平均気温が上昇することで冷房使用時間が長くな

り、事業所や研修施設全てにおいてコストが増加

する可能性がある。
小

外気温の上昇に伴い、室内温度を安全かつ快適に

するニーズが高まる場合、空調機器メーカーの開

発需要が高まり、当社の派遣人財の需要が増え売

上増加につながる可能性がある。

中

指標 主な内容
実績

目標
2025年1月期 2026年1月期

Scope1 レンタカー使用による燃料使用 20.9 22.1

実質ゼロScope2 各拠点での電力使用 133.2 119.8

Scope3 購入した製品・サービス、従業員の通勤・出張などの活動 1,471.8 1,780.4

③ リスク管理

  当社では、コンプライアンス・リスク管理会議において気候変動を含む様々なリスクから対応すべきリスクを特定

し、リスク対応の優先度を定めた上で、継続的に進捗管理を行っております。検討内容は取締役会に報告・付議し、

取締役会で審議・決定を行っております。

④ 指標と目標

  当社では以下のとおり、GHG（温室効果ガス）排出量の算定を行っております。

  2050年度目標として、GHG（温室効果ガス）排出量の実質ゼロを目指しております。

GHG（温室効果ガス）排出量                                                    単位： tCO2

※連結グループにおける記載が困難であるため、主要な事業を営む提出会社単体の記載としております。

(3）人的資本

  当社は、経営理念に「エンジニアサポートカンパニー。私達は技術者の夢をサポートします」、パーパスに「日本

が世界に誇る財産であるエンジニアの成長、自己実現をサポートする。」と定めているとおり、エンジニアのために

何ができるのかを常に追求しながら、エンジニアの成長のために存在する企業体として事業を推進してきました。エ
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ンジニア本人の価値を創造することが、ひいてはアルトナーとしての価値創造につながると考えております。そのよ

うな当社にとって最大の経営資本は人財であり、人財の育成と組織づくりこそが当社の成長に欠かせない重要領域だ

と考えております。

① ガバナンス

  当社は、人的資本の価値の最大化に向けてサステナビリティ委員会を設置しております。代表取締役を含む取締役

（監査等委員である取締役を除く。）並びに監査等委員である取締役に加え本部長・部長を主な構成員とし、年４回

開催しております。本委員会により、人的資本に関する課題・取組等の推進・進捗管理を行っております。健康施策

については、管理本部長を統括責任者とし、健康経営推進事務局を管理本部（総務・人事Ｇ）として、各種施策の企

画・運営推進に取組みます。取締役会が労働安全衛生を含むサステナビリティを監督し、人権の尊重、ダイバーシテ

ィ＆インクルージョンの推進、人財の育成と確保等、重要事項の審議を行っております。

② 戦略

  日本が世界に誇る財産であるエンジニアの成長、自己実現をサポートし、エンジニア本人の価値を創造すること

が、当社の価値創造につながるものと考えております。当社は、エンジニアを当社の財産としてだけではなく日本の

共有財産と捉え、「人財育成に関する方針」の下、エンジニアの成長・自己実現をサポートするプラットフォームと

して、エンジニアを育んでまいります。そして人財の流動化やダイバーシティなど、労働を取り巻く環境、働く意識

が急速に変化する中、エンジニアの働く幸福を追求し、“エンジニアの生き方”の新しいモデルの創出を図ってまい

ります。

  また、スタッフ職についても、サステナビリティ基本方針において「全従業員の幸福（しあわせ）」と定めている

とおり、やりがいを持って働ける職場環境を整備し、一人ひとりの成長と自己実現をサポートしてまいります。

  当社の主要事業である技術者派遣事業は、採用、教育、営業、サポートというサイクルで構成されております。今

後の事業拡大のため、当社が対処すべき課題は、以下のとおりであります。

（採用について）

  当社の事業拡大のためには、優秀な技術者の確保・増員が必須要件と捉えております。したがって、採用基準の改

善、採用機会の確保、多種多様な人財の採用、技術者の技術領域別・業務領域別構成の最適化、新卒採用・キャリア

採用の構成の最適化により、市場ニーズに合致した質の高い人財の確保に努めてまいります。

  また、新卒採用については、学生に対して会社説明会、面接等をWebや対面で実施し、選考参加者の確保に努め、

定期的に大学等及び内定者に細かいフォローを行うとともに、内定者懇親会等の開催により、内定者の入社率向上に

努めてまいります。

（教育について）

  当社では、ヨコ軸に専門知識と業務スキル、タテ軸に教養とコミュニケーション能力と設定した独自の教育システ

ム「Ｔ字型スペシャリスト教育システム」により、エンジニア一人ひとりのスキルアップ体制を構築し、新入社員や

未経験者の最先端プロジェクトへの早期参画、成長産業分野へのキャリアシフトの実現に努めてまいります。また、

全社員向けに能力開発セミナー、管理職者向けに人間づくり研修の開催により、技術力・人間力の向上に努めてまい

ります。

③ リスク管理

  当社では、コンプライアンス・リスク管理会議において人的資本に関連するリスクと機会を特定し、進捗を管理し

ております。投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

（教育研修の効果について）

  当社は、長年積み重ねた経験により構築した研修の実施により、技術者のスキルアップに努めております。しかし

ながら、研修の効果が想定通りに表れず、顧客評価が技術者単価の上昇に寄与しない場合、また、顧客の要望を充足

できずクレームが生じる場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  一方で、技術者のスキル向上により、顧客満足度・顧客評価の向上が実現した場合は、技術者単価の上昇及び業界

内競争力の向上へとつながり、企業成長の機会となります。

（理工系学生の確保について）

  当社は、理工系卒の学生を重要な経営資源としており、少子化等の影響により、理工系卒の学生人口が減少し、優

秀な学生の確保が著しく困難となった場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  一方で、出口である配属先を想定してその条件に合う方々を採用し、エンジニアとしての教育・訓練を行ってプロ

ジェクトへと配属するという当社の採用方法や、スキルを重視したジョブ型雇用を行う当社であれば、さまざまなプ

ロジェクトを経験しながらいち早くキャリアアップできる点を訴求し、学生の共感を得て優秀な人財を獲得・育成す

ることで、安定的な収益基盤の維持・強化が期待できます。
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指標 KPI 2026年1月期実績 目標

人財育成

従業員（技術系）一人あたりの年間平均研修時間 86.6時間 例年同水準

従業員（技術系）一人あたりの年間平均研修費用 73,000円 例年同水準

人財育成に関する研修の受講率 79.6％ 例年同水準

ハラスメントに関する研修の受講率 100％ 100％

ワークエンゲー
ジメント

ワークエンゲージメントの得点
（新職業性ストレス簡易調査票による測定）

2.6 2.7

流動性

新卒採用数（技術系） 154名 210名（2028年1月期）

キャリア採用数（技術系） 87名 120名（2027年1月期）

期末技術者数 1,315名 2,100名（2030年1月期）

離職率（技術系）＊定年、転職支援による離職を除く 8.9％ 10％未満

採用コスト（技術系） 5.4億円 7.6億円（2030年1月期）

多様性

女性社員（技術系）の割合 4.9％ 10％以上

女性社員（管理系）の割合 37.0％ 継続的に上昇

入社者に占める女性社員（技術系）の割合 9.1％ 継続的に上昇

入社者に占める女性社員（管理系）の割合 50.0％ 継続的に上昇

管理職に占める女性社員の割合 5.4％ 継続的に上昇

取締役に占める女性の比率 0％ 30％以上（2030年度）

男女の賃金の差異（全体） 男性100％：女性90.6％ 差異の縮小

男女の賃金の差異（技術系） 男性100％：女性94.8％ 差異の縮小

男女の賃金の差異（管理系） 男性100％：女性72.8％ 差異の縮小

育児休業取得率（男性社員） 81.8％ 30％以上の維持

育児休業取得率（女性社員） 100％ 80％以上の維持

健康・安全

プレゼンティーイズム 92.3％ 100％

アブセンティーイズム 0.9％ 0％

業務災害の発生件数 7件 0件

労働災害関連の死亡率 0％ 0％

業務災害による損失時間 8.0時間 0時間

安全衛生に関する研修の受講率 100％ 100％

コンプライア

ンス

深刻な人権問題の件数 0件 0件

差別事例の件数 0件 0件

コンプライアンスに関する研修の受講率 100％ 100％

情報セキュリティに関する研修の受講率 100％ 100％

（キャリア技術者の確保について）

  当社は、職務経験を有する技術者を重要な経営資源としており、製造業の設計開発の活発化による転職希望のエン

ジニア不足により、キャリア採用競争が激化し、優秀なキャリア技術者の確保が著しく困難となった場合には、当社

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  一方で、出口である配属先を想定してその条件に合う方々を採用し、エンジニアとしての教育・訓練を行ってプロ

ジェクトへと配属するという当社の採用方法や、スキルを重視したジョブ型雇用を行う当社であれば、さまざまなプ

ロジェクトを経験しながらいち早くキャリアアップできる点を訴求し、求職希望者の共感を得て優秀な人財を獲得・

育成することで、安定的な収益基盤の維持・強化が期待できます。

④ 指標と目標

  当社は、中期経営計画に沿った人的資本の取組の効果を評価するため、指標及び目標を設定しております。設定し

た目標は外部環境の変化や人的資本施策の進捗に応じて見直しを行っております。

※連結グループにおける記載が困難であるため、主要な事業を営む提出会社単体の記載としております。

  また、目標の実現に向けて、具体的には以下のような取組を実施しております。

（人財育成／ワークエンゲージメント／流動性）

  当社は、リーダーシップを育成する「人間力パワーアップ講座」「技術力パワーアップ講座」など、長年積み重ね

た経験により構築した一般・社外実務・基礎・応用・キャリア研修の実施により、技術者のスキルアップに努めてま

いります。また、全社員向けに能力開発セミナー、管理職者向けに人間づくり研修の開催により、技術力・人間力の

向上に努めてまいります。

  具体的には、技術者単価の上昇が見込まれる上流の業務領域への技術者の配属促進を目的に、分野ごとにセグメン

ト化した教育プログラムや研修カリキュラムを組み、全技術者のレベルアップを推進しております。その結果、上流

の業務領域への技術者の配属が進捗し、技術者単価が上昇したことにより、営業利益率が目標を上回ったとともに、

事業モデルの刷新（４事業本部の設置）により、技術者が当社に魅力を感じ、刷新前より離職率は低下傾向にありま

す。
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  次世代リーダー育成については、定期的に管理職者研修を実施しております。

  取締役会の諮問機関として、委員長及び過半数の委員を独立社外取締役とする「指名・報酬委員会」を設置し、同

委員会において、代表取締役、取締役（監査等委員でない）、取締役（監査等委員）及び執行役員（以下、本項にお

いて「役員等」という。）の指名について審議することにより、社外役員の知見及び助言を活かすとともに、役員等

の指名の決定に関する手続の客観性及び透明性を確保し、もって取締役会の監督機能を向上させ、コーポレートガバ

ナンス機能のさらなる充実を図っております。

  指名委員会は、年４回以上開催することとし、候補者の継続・交代などについて審議及び評価を実施し、その結果

について取締役会に報告しております。

・人財の定着について

  当社は、技術者とのオンラインを含めた定期的な面談を実施し、希望・実情に応じた指導・アドバイスを行うこと

でモチベーション向上をサポートし、定着率向上に努めてまいります。また専属カウンセラーのメンタルヘルスケア

により、エンジニアが直面する様々な問題に対して、エンジニア自らが答えへとたどりつくためのサポートを行って

おります。

（多様性）

・女性活躍促進について

  女性が活躍でき、また従業員が仕事と生活の調和を図りながら働ける雇用環境の整備を行うため、女性活躍推進法

及び次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定し、女性役職者数の増加や育児休業・看護休暇

の取得率の向上などに努めております。

・適正な賃金の支払いについて

  当社は性別を理由に賃金格差のある賃金制度を設けておりませんが、上位階層における男性比率が高いことなどか

ら、男女の賃金の差異（全体）は、男性100.0％、女性90.6％となっております。この改善に向けて、女性社員向け

研修を実施するなど女性管理職比率の向上に努めております。

・ダイバーシティの推進について

  当社は、多様な人財を活かし、能力が最大限発揮される機会を提供することが、イノベーションを生み出し、価値

創造に繋がると考えております。2011年９月には、障がいを持つ方々を中心とする一つの部門としてダイバーシティ

推進室（現ダイバーシティチーム）を設立し、障がい者雇用を進めるとともに、働きがいのある職場づくりを推進し

ております。また、ダイバーシティ研修やLGBTQ勉強会の実施、社員の理解促進の活動などを行い、社内風土の醸成

に努めております。

（健康・安全）

・労働安全衛生について

  当社は、従業員の労働安全衛生に配慮することで、全従業員が安全で安心して働ける組織づくりと企業価値の向上

に取組みます。

  また当社は、従業員が健康で安心して業務に取組めることが、全従業員の「幸福」と会社の「反映」につながると

考え、従業員の健康管理・健康増進に向けた取組を推進しております。

・労働関連の危険性に関するリスクについて

  当社は、入社時及び配属時に安全衛生教育を行い、事故の未然防止、リスク低減に努めております。

・福利厚生の提供

  社員が自社株の購入を通じて、無理なく資産形成を行える制度として、従業員持株会を設けております。給与や賞

与からの天引きで、無理なく計画的に資産づくりが行え、毎月の拠出金に対して、会社より奨励金が支給されます。

・労働組合の状況について

  当社は、従業員の自らの意思による労働組合結成・参加、団体交渉、平和的集会への参加の権利を尊重し、それら

を差し控える権利も尊重します。当社の労働組合は、アルトナー労働組合と称し、加盟する上部団体はＵＡゼンセン

です。

（コンプライアンス）

・人権について

  当社は国連グローバル・コンパクトの趣旨に則り人権方針を定め、強制労働、奴隷や人身売買を利用した労働、児

童労働を禁止しております 。また当社は国際連合の「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿った人権デュー・デ

ィリジェンスの仕組みを構築した上で、人権への負の影響を特定し、その防止・軽減を図るとともに、取組の実効性

を継続的に評価し、適切に情報開示します。当事業年度において差別に関しての相談は０件でした。

・サプライチェーンにおける社会的リスク等について

  当社は、自社のみならずサプライチェーンも含めた人権の取組が求められていることを認識し、「調達方針」を定

め、社会の責任ある一員として法令を遵守するとともに基本的人権を尊重します。人権に対する当社の考え方をサプ

ライヤーとも共有し、調達におけるサプライチェーン上の人権リスクの把握に努めております。
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会社名 許認可名称 監督官庁 許可番号 許可年月日 有効期限

株式会社アルトナー 労働者派遣事業 厚生労働省 派27-020513 2003年12月１日 2026年11月30日

有限会社クリップソフト 労働者派遣事業 厚生労働省 派22-300796 2018年３月１日 2031年２月28日

株式会社情報技研 労働者派遣事業 厚生労働省 派09-010004 1987年８月１日 2029年７月31日

３【事業等のリスク】

  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

  なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（製造業の業績動向について）

  当社グループは製造業を主要顧客とし、主にその設計開発部門に技術者を派遣しております。それら主要顧客が、

事業を展開する国や地域で景気後退等の影響を受け、設備投資、研究開発を削減し、外部技術者の活用を減少させた

場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、当社グループの売上構成比率が高い自動車関連メーカーにおいて、事業環境等に著しい変化が生じた場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（同業他社との競合について）

  当社グループが属する技術者派遣業界が市場縮小や新規参入により、同業他社との競争が激化し、価格競争に陥っ

た場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（教育研修の効果について）

  当社グループは、長年積み重ねた経験により構築した研修の実施により、技術者のスキルアップに努めておりま

す。しかしながら、研修の効果が想定通りに表れず、顧客評価が技術者単価の上昇に寄与しない場合、また、顧客の

要望を充足できずクレームが生じる場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

（適切な派遣先の確保について）

  当社グループは、派遣先の確保・拡大に努めておりますが、技術者に対して、適切な派遣先が見つからず、技術者

単価、稼働率の維持・向上に寄与しない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

（労働工数の規制動向について）

  当社グループの技術者の労働工数は、派遣先の業務状況に応じて確定いたします。関係諸法令の改正等の影響によ

り、長時間労働に対する是正の動きが強まり、技術者の労働工数が大幅に減少した場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（理工系学生の確保について）

  当社グループは、理工系卒の学生を重要な経営資源としており、少子化等の影響により、理工系卒の学生人口が減

少し、優秀な学生の確保が著しく困難となった場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

（キャリア技術者の確保について）

  当社グループは、職務経験を有する技術者を重要な経営資源としており、製造業の設計開発の活発化による転職希

望の技術者不足により、キャリア採用競争が激化し、優秀なキャリア技術者の確保が著しく困難となった場合には、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（情報管理について）

  当社グループは、「プライバシーマーク」を取得するなど、個人情報・機密情報その他事業運営上知り得たすべて

の情報の適正な管理に努めておりますが、何らかの理由により情報が外部に流出した場合には、当社グループの社会

的な信用等が失墜し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、サービスの安定供給のために適切なセキュリティ対策を施しておりますが、コンピュータウイルスや不正ア

クセス、自然災害等の予期せぬ事象により、システム障害等が発生した場合には、当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

（法的規制、許認可について）

  当社グループ事業に対する業務区分ごとの法的規制等は以下のとおりであります。

① 労働者派遣事業について

  当社グループの主要事業である技術者派遣事業は、「労働者派遣事業の適正な運用の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律」（以下「労働者派遣法」という。）に基づき、厚生労働大臣より下記の許可を受け行っております。

  当社グループでは、労働者派遣法及び関係諸法令等の遵守を最重要課題の一つに位置付け、内部監査を通じた法令

等の遵守状況の監視、その他会議において法令等の遵守状況の定期的な確認を行うなど法令等遵守体制の整備に努め

ております。しかしながら、万一当社グループが法令等に抵触するなどして、事業の継続に支障をきたすこととなっ

た場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、労働者派遣法第14条では、派遣元事業主が労働者派遣法第６条に定める欠格事由（主な事由として、当社グ

ループが禁錮以上の刑に処せられ、または労働基準法、労働者派遣法、職業安定法などの労働に関する法律の規定、
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会社名 許認可名称 監督官庁 許可番号 許可年月日 有効期限

株式会社アルトナー 有料職業紹介事業 厚生労働省 27-ユ-020355 2004年２月１日 2027年１月31日

株式会社情報技研 有料職業紹介事業 厚生労働省 09-ユ-300005 2004年６月１日 2027年５月31日

もしくは健康保険法、雇用保険法などの規定に違反し、あるいは刑法、出入国管理及び難民認定法等の罪を犯したこ

とにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過

していない場合、成年後見人、被保佐人または破産者となり復権を得ていない場合等）に該当したり、労働者派遣法

及び職業安定法に違反した場合には事業許可の取消しや業務の停止を命じられる旨を定めておりますが、現時点にお

いて当社グループに該当する事由はありません。しかしながら、万一当社グループが法令等に抵触するなどして、事

業許可の取消しや業務停止を命じられた場合には、事業継続が困難となり、当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

  なお、労働者派遣法を始めとする関係諸法令は、労働環境、社会情勢等の変化に応じ、規制や変更等の改正が適宜

実施されております。

  当社グループでは、当該諸法令の改正の都度適切な対応を行っておりますが、関係諸法令の改定内容には拠るもの

の、当社グループ事業に対して著しく不利な改定が行われた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

② 有料職業紹介事業について

  当社グループの有料職業紹介事業は、職業安定法に基づき、厚生労働大臣より下記の許可を受け行っております。

  職業安定法第32条の９では、人材紹介事業を行う者（法人である場合には、その役員を含む）が有料職業紹介事業

者としての欠格事由（当社グループが禁錮以上の刑に処せられ、または労働基準法、職業安定法、労働者派遣法など

の労働に関する法律の規定、もしくは刑法、出入国管理及び難民認定法等の罪を犯したことにより罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、または執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していない場合、成年後見

人、被保佐人または破産者となり復権を得ていない場合等）に該当したり、職業安定法及び労働者派遣法に違反した

場合には、事業許可の取消しや業務の停止を命じられる旨を定めておりますが、現時点において当社グループに該当

する事由はありません。しかしながら、万一当社グループが法令等に抵触するなどして、事業許可の取消しや業務停

止を命じられた場合には、事業継続が困難となり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

  また、将来的に当該法令が改正され、その内容が当社グループ事業に著しく不利な場合には、当社グループの財政

状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（災害事故等について）

  当社グループでは、自然災害、人災及びその他災害、事故等（以下「災害事故等」という。）に対処するため、マ

ニュアルを定め、被害を最小限に止めるよう努めておりますが、想定を大幅に上回る災害事故等が発生した場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大により、当社グループの事業活動等に支障が生じた場合には、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（気候変動について）

  当社グループは、気候変動に起因する自然災害等の影響により関連施設が被害を受け、当社グループの事業活動が

停止・停滞した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  また、脱炭素社会への移行に向けて、炭素税の導入や環境規制が強化された場合、顧客先のカーボンニュートラル

への取組みに対する技術者要請に合致した人選ができない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

（Ｍ＆Ａについて）

  当社グループは、事業規模拡大による売上・収益拡大に向け新たな専門技術領域獲得のために、Ｍ＆Ａを行う方針

であります。Ｍ＆Ａにあたっては、市場動向や顧客のニーズに加えて、対象企業の財務内容や契約関係等について、

詳細なデュー・ディリジェンスを通じた事前調査を行い、十分にリスクを検討した上で決定しております。しかし、

Ｍ＆Ａに伴い、資金需要及びのれんの償却等が発生する可能性があり、また、当該Ｍ＆Ａが必ずしも当社グループの

見込み通り、シナジー効果を生むとは限らず、経営環境や事業の状況の著しい変化等によりそれぞれの経営成績が想

定通り進捗しない場合、のれんの減損損失や株式の評価損が生じるなど、当社グループの財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。また、Ｍ＆Ａにより当社グループが従来行っていない新規事業が加わる際には、その

事業固有のリスク要因が加わります。

（中期経営計画について）

  当社グループは、2025年３月に2030年１月期を最終年度とする新中期経営計画「『持続的成長および次世代成長の

ための基盤を構築する』『Make Value for 2025 to 2029』」を発表し、その計画に掲げた具体的諸施策を推進して

おります。しかしながら、中期経営計画は、策定時点における市場環境や経済情勢の見通しに基づくものであり、市

場環境や経済情勢が想定を超えて劇的に変化し、事業環境の予測が外れた場合、経営数値目標が達成されない可能性

があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度及び前連結会計年度末と

の比較分析は行っておりません。

(1）経営成績等の状況の概要

  当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

  当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に懸念されておりました

が、顧客企業の研究開発は堅調に推移いたしました。当社グループは研究開発・設計開発領域への技術者の配属比率

が高いため、前期に引き続き、自動車関連メーカー並びに半導体製造装置メーカーからの技術者要請が旺盛でした。

（技術者派遣事業）

  技術者数が増加したことに加え、技術者ニーズの上昇基調を受けて稼働率が高水準で推移し、2025年入社の新卒技

術者の配属が当初の予定より前倒しで進捗したことにより、稼働人員が増加しました。また、企業の賃上げ傾向、技

術者不足により新卒技術者の初配属単価が上昇したことに加え、成長分野・高付加価値分野への戦略的配属により、

技術者単価が上昇しました。

（請負・受託事業）

  積極的な営業展開により、受注プロジェクトへの配属者数が増加したことに加え、顧客ニーズに応じて、技術者派

遣から請負・受託へプロジェクト変更したことにより、売上高における構成比が上昇しました。

  利益面においては、採用関連投資、IT・DX投資、研修設備投資等が発生したものの、売上高の伸長によりこれらの

費用が吸収され、各利益が増加しました。

  これらの結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

ａ．財政状態

  当連結会計年度末の資産合計は、9,058,062千円となりました。

  当連結会計年度末の負債合計は、3,835,030千円となりました。

  当連結会計年度末の純資産合計は、5,223,031千円となりました。

ｂ．経営成績

  当連結会計年度の売上高は12,046,664千円、営業利益は1,821,714千円、経常利益は1,823,883千円、親会社株主に

帰属する当期純利益は1,258,741千円となりました。また、営業利益率は15.1％となりました。

② キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、4,725,285千円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果得られた資金は、1,415,192千円となりました。これは主に、法人税等の支払額637,723千円があり

ましたが、税金等調整前当期純利益1,820,591千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動の結果使用した資金は、1,389,104千円となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式

の取得による支出1,315,518千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果得られた資金は、110,221千円となりました。これは主に、配当金の支払額887,697千円がありまし

たが、長期借入れによる収入1,000,000千円等によるものであります。

③ 生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

  当社グループの主たる業務は、ソフトウェア、電気・電子、機械の技術者派遣事業であり、提供するサービスの性

格上、生産実績になじまないため、記載を省略しております。

ｂ．受注実績

  当社グループの事業は、その形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるため、記載を省略しております。
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事業の種類別

当連結会計年度
（自  2025年２月１日

至  2026年１月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

技術者派遣事業 10,377,653 －

請負・受託事業 1,615,896 －

その他の事業 53,113 －

合計 12,046,664 －

相手先

当連結会計年度
（自  2025年２月１日

至  2026年１月31日）

金額（千円） 割合（％）

本田技研工業株式会社 2,064,750 17.1

株式会社本田技術研究所 1,602,048 13.3

ｃ．販売実績

  当連結会計年度の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

  （注）１．当社グループの報告セグメントは単一であるため、事業の種類別に記載しております。

２．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

  経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

  なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

① 財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．財政状態

  当連結会計年度末における資産合計は、9,058,062千円となりました。主な内訳は、現金及び預金4,728,888千円、

売掛金1,789,787千円、のれん1,519,366千円であります。

  当連結会計年度末における負債合計は、3,835,030千円となりました。主な内訳は、長期借入金928,028千円、役員

退職慰労引当金545,600千円、未払金542,775千円であります。

  当連結会計年度末における純資産合計は、5,223,031千円となりました。主な内訳は、資本金238,284千円、利益剰

余金4,667,939千円であります。

ｂ．経営成績

（売上高）

  技術者派遣事業においては、技術者数が増加したことに加え、技術者ニーズの上昇基調を受けて稼働率が高水準で

推移し、2025年入社の新卒技術者の配属が当初の予定より前倒しで進捗したことにより、稼働人員が増加しました。

また、企業の賃上げ傾向、技術者不足により新卒技術者の初配属単価が上昇したことに加え、成長分野・高付加価値

分野への戦略的配属により、技術者単価が上昇しました。請負・受託事業においては、積極的な営業展開により、受

注プロジェクトへの配属者数が増加したことに加え、顧客ニーズに応じて、技術者派遣から請負・受託へプロジェク

ト変更したことにより、売上高における構成比が上昇しました。これらの結果、当連結会計年度の売上高は

12,046,664千円となりました。

（営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益）

  採用関連投資、IT・DX投資、研修設備投資等が発生したものの、売上高の伸長によりこれらの費用が吸収され、各

利益が増加しました。これらの結果、当連結会計年度の営業利益は1,821,714千円、経常利益は1,823,883千円、親会

社株主に帰属する当期純利益は1,258,741千円となりました。

ｃ．経営成績に重要な影響を与える要因

  経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２  事業の状況  ３  事業等のリスク」に記載のとおり、事

業環境、事業内容、事業運営体制、様々なリスク要因が当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性がある

と認識しております。

  そのため、当社グループは常に市場動向に留意しつつ、内部管理体制を強化し、優秀な人財を確保し、市場のニー

ズにあったサービス展開をしていくことにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因を分散・低減し、適切に

対応を行ってまいります。
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ｄ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

  当社グループは、経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を収益性の観点から判断するための客観的な指標

として、営業利益率を経営目標数値に位置付けております。稼働率が高水準で推移したことに加え、成長分野・高付

加価値分野への戦略的配属により技術者単価が上昇しました。また、採用関連投資、IT・DX投資、研修設備投資等が

発生したものの、売上高の伸長によりこれらの費用を吸収し、当連結会計年度の営業利益率は15.1％となりました。

② キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

  当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況については、「(1）経営成績等の状況の概要  ②  キ

ャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

  当社グループの資金需要の主なものは、当社グループの派遣技術者に伴う人件費等であります。運転資金、設備資

金等の所要資金は、原則として自己資金で賄っておりますが、状況に応じて銀行借入により資金調達することとして

おります。

③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当たって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を

用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

  連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち重要なものについては、「第５  経理の状況  

１  連結財務諸表等  (1）連結財務諸表  注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりであります。

５【重要な契約等】

  当社は、2025年９月８日開催の取締役会において、有限会社クリップソフトの全株式を取得し、子会社化すること

を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。詳細は、「第５  経理の状況  １  連結財務諸表等  (1）連

結財務諸表  注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

  また、2025年12月８日開催の取締役会において、株式会社情報技研の全株式を取得し、子会社化することを決議

し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。詳細は、「第５  経理の状況  １  連結財務諸表等  (1）連結財務

諸表  注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

６【研究開発活動】

  該当事項はありません。
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